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研究ノート

グローバル社会における体系的キャリア教育

糸井　重夫

A Future Vision on Career Education in the Global Society

ITOI Shigeo

 要　　旨
　経済活動のグローバル化は、財・サービスの国家間移動に加えて労働力の国家間移動を活発化させ
ている。それに伴って各国の高等教育においても、グローバル対応力のある人材育成が急務になってき
ている。そこで、本稿では、キャリア教育の立場から、グローバル人材の育成に向けた先進諸国の大
学間連携の現状や、少子高齢化社会におけるわが国の大学の戦略について整理する。
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Ⅰ．はじめに
　経済活動のグローバル化により、企業・社会が
求める人材が多様化し、多文化の中で生きていく
力を持ったグローバル人材の育成が求められてい
る。このことは、国ごとに違う教育システムであって
も、育成されるべき人材は多文化の中で生き抜く力
を持った人材であり、知識が経済・社会を駆動す
る知識基盤社会（知識資本主義）にあっては、こ
れに対応する技能を持った人材を育成することが
高等教育の一つの目的になることを意味している。
　このようなグローバル化による時代の変化を背
景として、欧州各国ではコンピテンス・ベースの教育
改革が進められている。また、グローバル化の進展
や知識資本主義への転換の中で、大学等の高等教
育機関も国際競争にさらされることになり、自分た
ちの提供する“教育”という価値を世界の学生や
保護者、企業に選んでもらうために、教育の中身の
透明性を確保し、客観的にその価値を評価する仕
組みの構築が求められるようになってきている。す
なわち、各国の大学が提供する教育プログラムを
全て把握し比較することは難しいので、各国の大
学に対する第三者機関による評価を参考に、高校
生や大学生は自分が勉強したい分野の大学を世界
中の大学から選択し、必要に応じて国境を越えて
移動する社会になってきているのである。その結果、
一方では各国の高等教育の質保証と、他方では各
大学の教育の透明性と比較可能性を確保する必要
が出てきているのである。
　そこで、本稿では、わが国の大学等の高等教育
機関が置かれている状況を概観し、その方向につ
いて検討するとともに、“知識資本主義”社会に対
応した欧州での高等教育改革について、さらには
グローバル社会に対応したグローバル人材育成の
ためのキャリア教育の現状について考察すること
にしよう。

Ⅱ．�キャリア教育からグローバル人材
　育成教育へ

　キャリア教育の必要性について、1999（平成11）
年12月16日の中央教育審議会答申『初等中等教育
と高等教育の改善について』第6章「学校教育と職
業生活の接続」では次のように述べられている。
　�　「学校と社会及び学校間の円滑な接続を図る

ためのキャリア教育（望ましい職業観・勤労観及

び職業に関する知識や技能を身に付けさせると
ともに、自己の個性を理解し、主体的に進路を
選択する能力・態度を育てる教育）を小学校段
階から発達段階に応じて実施する必要がある。
キャリア教育の実施に当たっては家庭・地域と
連携し、体験的な学習を重視するとともに、各学
校ごとに目標を設定し、教育課程に位置付けて
計画的に行う必要がある。また、その実施状況
や成果について絶えず評価を行うことが重要で
ある。

　�　同時に、学校教育において情報活用能力や外
国語の運用能力の育成等、社会や企業から評価
される付加価値を自ら育成するなど、職業生活
に結び付く学習も重視していくべきである。」注1

　ここで、キャリア教育については、「望ましい職
業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身に
付けさせるとともに、自己の個性を理解し、主体的
に進路を選択する能力・態度を育てる教育」と定
義されている。つまり、キャリア教育とは、「望まし
い職業観・勤労観を身に付けさせ」、「職業に関す
る知識や技能を身に付けさせる」教育であり、「自
己の個性を理解」させ、「主体的に進路を選択する
能力・態度」を育成する教育なのである。したがっ
て、キャリア教育においては、学校生活から職業生
活への円滑な移行のための意識改革が重要であり、
職業に関連する「知識・技能」を育て、「自己を理
解」して「主体的に進路を選択」する「能力・態
度」を育成することが重要となる。
　このように、キャリア教育においては、実際の社
会との関連性がきわめて重要であり、自分が生きる
時代を理解し、そこで求められる知識や技能を習
得していくことが一人一人の児童生徒、学生に求め
られているのである。また、キャリア教育を提供す
る学校側としては、実際の社会の変化に対応して
10年、20年先を見越した教育の実施が求められて
おり、教育内容も教育手法も常に見直し、改善して
いくことが重要な時代になってきているのである。
その意味では、キャリア教育は「生きる時代を理解
させて意識改革を図るとともに、生きる時代に必要
な知識と技能、態度を身に付けさせる教育」と言い
換えることができよう。
　ところで、キャリア教育の必要性が指摘されるよ
うになった1990年代は、バブル崩壊後の深刻な不
況期で、有効求人倍率も低下し、“就職氷河期”と
言われた時代であった。また、他方では、派遣社員
や臨時職員、フリーターなどの非正規雇用が増加
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し、ニートなどの無業者の増加も顕著になってきた
時代であり、正規雇用で“働いて生きていく”人達
を育成することが、生活保護等の社会保障費の抑
制や、経済犯罪等の防止の観点から強く求められ
た時代である。したがって、当時のキャリア教育は、
不安定な就労形態ではなく、できるだけ安定的な
雇用形態での就労を目指す若者を増やすために
“意識改革”に重点を置いた教育として位置づけ
られ、学校生活から職業生活への円滑な移行のた
めに、生徒・学生が社会との繋がりを如何に構築
するのかが重要な視点であった。
　しかしながら、ここ数年のキャリア教育の方向性
は、意識改革による社会との繋がりの構築だけで
はなく、より積極的に社会と関わり、知識や技能を
習得して自分の能力を活かして生きていく人材の
育成へと、その重心が移ってきていると考えられる。
その結果、経済の多極化によるビジネスのグローバ
ル化と、少子高齢化による国内のグローバル化とい
う二つの意味でのグローバル化した多文化共生社
会の中で、所属する会社組織や地域社会と積極的
に関わり、改善し、“働いて生きていく”人材を育成
する教育として、キャリア教育は従来にも増して重
要になってきているのである。つまり、今日のキャリ
ア教育においては、21世紀の多文化共生社会で社
会と関わり合いながら生きていく“グローバル人
材”を育成することが重要な目的になっていると考
えられるのである。
　このように、キャリア教育を「生きる時代を理解
させて意識改革を図るとともに、生きる時代に必要
な知識と技能、態度を身に付けさせる教育」と捉え
直すと、今日のキャリア教育は「グローバル人材を
育成する教育」という側面が強くなる。そこで、この
ようなグローバル人材を育成する大学等の高等教
育機関の対応について、特に英語教育という点から
考察することにしよう注2。

Ⅲ．大学の“ガラパゴス”化
　グローバル化の進展により英語教育の重要性が
増してきており、先進諸国の多くの大学では英語の
みで学位が取れる体制を構築している。例えば、Ｅ
Ｕは「エラスムス・ムンドゥス（Erasmus�Mundus）」注3

プログラムにより2ヶ国以上の国で学修させること
で修士課程等での学位取得が可能であり、このプ
ログラムも基本的には英語のみでの学位取得が可
能になっている。また、ドイツやオーストリア、ポーラ

ンドやチェコなどの非英語圏の大学であっても英
語での授業が増加し、全科目の半数以上を英語で
実施している大学もある。わが国の場合、グローバ
ル化や英語での授業の必要性が認識されたのがこ
こ数年であるため、すぐには英語での授業を増加
させることはできない。そのため、英語での授業を
増加させつつも、学内での少人数英語教育や短期
の留学プログラムの実施、協定校による交換留学
制度の活用や海外インターンシップなどで対応して
いる大学が多い。また、最近では、短期の語学研
修に加えて職業体験等を組み合わせたプログラム
を展開する大学が多くなって来ており、“内向き”な
日本の学生を徐々に“外向き”に変えていくための
仕組み作りが盛んになってきている。
　このように、大学のグローバル化や学生の大学
間・国家間移動は世界的な潮流であるが、その背
景には企業活動のグローバル化がある。現状では
大企業中心ではあるが、社内言語を英語にする企
業が多くなって来ており、将来的には中堅・中小企
業の多くも少なからず英語での業務展開を増加さ
せてくることが予想される。このように多くの企業
で業務上英語が使用される社会において、“英語
教育”という点でグローバル化が遅れた大学では、
卒業後に英語が必要なのにもかかわらず学内では
日本語での講義が中心となりかねない。つまり、
“英語”という点では、日本企業が世界共通語とし
て英語で業務を遂行しているにもかかわらず、日本
の大学だけが依然として日本語で授業を行い、英
語というコミュニケーション手段の点でグローバル
化に取り残されてしまう可能性があるのである。さ
らに、就職後は英語であるから大学時代も英語で
の学習を希望する生徒が増えれば、日本語での教
育を提供している大学は、教育の実質的中身では
なく、知識を伝える手段としての英語の段階で選
択されなくなる。
　企業はトップダウンで英語の社内共通言語化が
可能であるが、現状の大学においては学長による
トップダウンでの英語の授業化は難しい注4。それゆ
え、英語教育という点では、大学が一番グローバル
化に取り残される可能性が高く、日本の大学の“ガ
ラパゴス化”が懸念されている。この場合、日本語
で授業を展開し、日本語ができなければ卒業でき
ない大学では、18歳人口の減少に伴い日本人の学
生確保は難しくなり、日本以外の国や地域で日本
語を学ぶ学生を受け入れる必要が出てこよう。そ
の意味では、海外から日本語ができる留学生を受
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け入れることで「受入型」のグローバル化が進むこ
とになるが、この「受入型」の大学で経営が成り立
つ大学は限定的であろう。経済の多極化と新興国
の急激な経済成長等を考慮すると、やはり日本人
が海外でビジネスを展開する比重が高まるため、グ
ローバル対応力を持った人材の育成は不可欠であ
る。
　現状の大学を取り巻く環境を見ると、18歳人口
の減少、大学進学率の高止まり等により、限られた
日本人学生を取り合っている状況にある。また、英
語が堪能な高校生が増加するのに伴って、直接海
外の大学に進学する生徒も増加してきている。し
たがって、都市部のブランド大学においては、グ
ローバル人材を育成することが就職率アップや受
験者数の増加、学生の確保にとって重要な意味を
持っている。とはいえ、現状では学内の英語による
授業数が少なく、英語の授業のみで学位を出せる
大学が少ないため、日本語による専門教育に海外
短期留学や中長期の交換留学等を組み合わせて
グローバル人材を育成するのが一般的になってい
るのである。
　このように、高等教育では、日本社会の多文化共
生化や日本企業のグローバル化に対応した教育が
求められており、日本政府としても海外留学を希望
する学生に対する財政支援、海外留学を希望する
学生が少ない場合には、とにかく学生を海外に出
してみようとする短期プログラムへの支援や、それ
にも興味を示さない学生が多い大学等においては
留学生を積極的に呼び込むようなプログラムに対し
ても財政支援を行っている。そして、このような学
生交流を通して大学の国際化（グローバル化）を図
ろうとしているわけである。

Ⅳ．国際的な大学間連携の動き
　ところで、企業活動のグローバル化に伴う大学の
国際化は、大学教育の平準化や可視化、比較可能
性の確保を高等教育機関に求めるようになる。つま
り、グローバル化した企業では、国籍に関係なく進
出した現地での雇用を増加させるため、被雇用者
の教育の状況を把握する必要があり、そのために
教育の比較可能性の確保を大学側に求めるように
なると考えられる。その結果、各大学の教育の質を
担保するための第三者による質保証とその結果の
公表、企業関係者や入学希望者などの利害関係者
に対する統一的で有益な情報の開示、さらには学

習の到達度の明示と学習者の大学間移動の円滑
化の仕組みの構築を、高等教育機関に求めるよう
になる。
　まず、世界の質保証の動向であるが、図1のよう
に、欧州では「欧州単位互換システム（European�
Credit�Transfer� and�Accumulation�System：
ECTS）」を普及させると共に、欧州高等教育圏の
構築を目指す「ボローニア・プロセス」のための
チューニング、域内での高等教育質保証制度の構
築が進められている。また、アジア地域においても
「キャンパス・アジア」の形成を目指し、日中韓の連
携やアセアン諸国（Association� of� South‐East�
Asian�Nations：ASEAN）を含めた連携強化が進
められている。さらに、米国においては、従来から
優秀な留学生を引き寄せる最先端の教育を提供し
てきたが、一部のブランド大学だけではなく、より
多くの高等教育機関が留学生を獲得し易いように、
連邦政府による高等教育の質保証の強化が進めら
れている。
　次に、各大学の高等教育に関する情報開示につ
いてであるが、英国では、各大学の教育内容の比
較可能性を高めるために、各大学が提供する学士
課程や修士課程の教育コースごとの情報を一元的
に提供する“Unistats”注5を2007年に構築している。
また、米国でも、連邦教育省の全米教育統計セン
ターが、2007年に全米の大学の情報を検索できる
“College�Navigator”注6の運営を開始し、高等教
育の比較可能性を確保している。わが国では、「大
学ポートレート」を活用して、事実上大学教育の比
較可能性を高める取組が2014年から始まったが、
今後はその情報が海外の受験生や企業関係者に
対しても活用できる情報の開示に進むことが期待
される。
　さらに、グローバル化が進むのに伴って、様々な
異文化体験の有無が就職する際にも重要視される
ようになってきている。そこで、欧米では学生の大
学間移動の円滑化を図る取組が行われており、複
数の国の複数の大学で学習する学生の増加に伴っ
てダブル・ディグリー注7やジョイント・ディグリー注8

の制度を整備する大学も多くなってきている。例え
ば、欧州では、欧州の高等教育の質を高める観点
から、世界の学生との交流や学者間の交流を促進
させる留学奨励制度「エラスムス・ムンドゥス」を構
築している。この制度の中心は修士課程や博士課
程であるが、3つのEU加盟国の高等教育機関が形
成するコンソーシアムで展開される共同プログラム
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で、130以上のプログラムに対して奨学金が設定さ
れており、EU域外から参加する学生・院生、若手
研究者にとってはダブル・ディグリーやジョイント・
ディグリーの取得が可能になるなど、質の高いプロ
グラムになっている。
　また、図2は“ナンバリング”に関する米国の事例
であるが、ナンバリングは授業科目に適切な番号を
付すことで学習の順序や一定の知識・技能（コンピ
テンス）の習熟段階を示すことを目的としている。
したがって、ナンバリングは、大学内での授業科目
の分類によって履修相談等に利用される場合が多
いが、このような一大学内での活用に加えて、大学
間での授業科目の共通分類という点でも使用する
ことができ、複数大学での学習を支援するという
意味も持つ。図2の米国の事例は、学生の大学間移
動を援助する目的で設計されたものである。
　以上のように、今日の大学教育は、これまでのよ
うに一つの大学で完結する教育だけではなく、他
大学の教育資源（場所、環境、学生、教員等）を活
用しながら、また相互に影響し合いながらグローバ
ル対応力のある人材を育成する方向にある。した
がって、グローバル化した多文化共生社会において
は、各大学は、自身の独自性は維持しつつも、不足
する部分については他大学や他国政府等の“力

（教育力）”を活用し、新たな付加価値を創造する
教育を展開する必要があるのである。

Ⅴ．少子高齢化と大学経営
　筆者は2006（平成18）年6月の『地域総合研究』
第6号において、キャリアセンターの役割との関係
から松商短期大学部の経営の方向性について、青
島金吾（現在松商学園高等学校事務長）、丸山勝
弘（現在松本大学教務課課長）とともに次のように
整理した。
　�　「次の半世紀を考えるとき、企業の4年制の大

学志向の高まりと雇用情勢の変化に伴って、今
後も本学が良好な就職実績を確保していく保証
は何処にもない。しかしながら、今後も資本主義
的生産システムが維持されるのであれば、本稿
で指摘したように、日本経済は知的産業を中心
とした競争志向型経済に移行してくると考えら
れ、そこでは経済格差に伴う社会階層の固定化
の可能性を孕んでいる。そして、このような社会
階層の固定化は、知的産業の発展に不可欠な教
育の有無によって、さらなる経済格差の拡大を促
すことになろう。さらに、少子高齢化の進展は、
18歳人口の減少と共に高等教育機関間の競争を

出所：�予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ』（平成24年3月26日、中央教育審議会大分科
会大学教育部会）文部科学省ホームページ参照。（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/_
icsFiles/afieldfile/2012/03/30/1319185_2_1.pdf、2014年11月1日閲覧）

図1．高等教育に関する質保証の動向
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より一層激しくすることになる。したがって、大学
経営も18歳人口のみに頼ることはできず、一方
では、本学出身者並びに法人としての松商学園
内の学校出身者の子供達が入学してくるような
環境の整備（固定化された社会階層内での循環
による「松商ファミリー」の形成）が不可欠であ
り、他方では、若年層に対するキャリア教育の提
供を通して地域社会に貢献できる環境の整備
（高校や大学は他校であってもキャリア教育を
キャリアセンターで受けた若年層による「松商ソ
サエティ」の形成）が必要であろう。」注9

　ここでは、経済格差の拡大に伴って、高所得層
の学生確保、本学出身者の子供たちの確保、さら
には若年社会人層の獲得が重要であり、そのため
には知的産業の発展による“知識基盤社会”に対
応した質の良い教育、地域企業や地域社会の期待
に応える教育の提供が不可欠であることを指摘し
た。また、キャリア教育を地域社会に提供すること
で、本学卒業者や本学と関係を持った人達が、自
分の子供たちを本学に進学させるような“循環”の
構築の必要性も指摘した。そして、このような指摘
の背景には“経済格差の拡大”と“18歳人口の減

少”という日本経済の大きな変化があったわけであ
る。しかしながら、今後は、この2つの変化に加えて、

“グローバル化”に如何に対応していくのか、という
ことが大学の存続にとって重要な鍵になってくると
考えられる。
　18歳人口が減少する社会においては、徐々に新
卒の大学入学者数が減少するわけであるから、大
学進学率を高める必要がある。しかしながら、経
済格差が拡大してくると、進学したくても経済的に
進学できない家計が増加するため、大学進学率の
上昇は頭打ちとなる。米国や英国においても、パー
トタイムで学ぶ学生を含めると大学在籍率は9割弱
であるが、フルタイムでの大学在籍率は6割程度と
わが国の在学率よりも若干高めの水準に過ぎない。
進学率と在籍率の違いはあるものの、だいたい6割
程度で頭打ちになる。さらにわが国の場合、25歳
以上の社会人学生の割合は2％程度で先進諸国の
平均10％程度をだいぶ下回っており、パートタイム
で大学教育を受けようとする社会人は少なく、社会
的にも社会人が働きながら学ぶ環境の整備は遅れ
ている注10。したがって、18歳人口の減少に対して
社会人学生を増やすというのは、人々の価値観を

出所：�『予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ』（平成24年3月26日、中央教育審議会大分
科会大学教育部会）文部科学省ホームページ参照。（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__
icsFiles/afieldfile/2012/03/29/1319185_3.pdf、2014年11月1日閲覧）

図2．米国におけるナンバリングの例



松本大学研究紀要  第13号（2015年１月）

97

“社会人になってからも大学で学ぶ”という価値観
に変えていく必要があり、日本社会の慣行や制度
を変えることに繫がるためにきわめて難しい。さら
に、経済格差の拡大とグローバル化が進むと、裕
福な家計の子供たちは海外の大学への進学も選
択肢に入ることから、日本の大学へ進学する高校
生はさらに少なくなる。したがって、わが国の大学
は、海外の留学生を取り込むことで新たな価値を
創造し、グローバルな多文化共生社会の中で教育
活動を展開することが求められることになり、否応
なしに学内のグローバル化を図っていく必要があ
るのである。
　このように整理すると、“グローバル化”の意味に
ついては注意する必要があろう。つまり、今日の意
味での大学の“グローバル化”は、1990年代までの
“国際化（グローバル化）”とは異なっているので
ある。1990年代、すなわち20世紀までの大学の国
際化は主として欧米の先進諸国に留学し、また最
先端の学問を吸収することに力点が置かれていた。
しかしながら、21世紀の“グローバル化”は、企業
活動のボーダレス化に対応した能力（コンピテン
ス）を高めるための留学に変わってきており、将来
のビジネス・フィールドになるであろう新興諸国の
社会や文化を理解することに力点が置かれている
のである。また、留学期間も従来の1・2年の留学か
ら半年以下の短期の留学が多くなってきており、そ
の内容も海外での“インターンシップ”や“ボラン
ティア活動”を組み込んだ留学が盛んに行われる
とともに、“受入”においても留学生比率を高めて
学内の“グローバル化”を図っている。つまり、職業
を意識した留学や“グローバル・リーダー”の育成
を意図した留学、学内のグローバル化を通した異
文化理解が主流になってきており、従来の先進諸
国の進んだ知識や技能を習得するための留学とは
違ってきているのである。したがって、学生の“派
遣”や“受入”の在り方も従来とは異なる手法が求
められ、各大学は各大学の状況に応じて従来とは
異なる独自の“グローバル化”戦略が必要になって
きているのである。
　このような海外留学の在り方の変化に対応して、
日本政府も、上記のように、補助金等において、日
本人学生を海外に留学させるプログラムや、優秀な
留学生を国内の高等教育機関に呼び込んで学内
の国際化（グローバル化）を促すプログラムを展開
する大学や、国費留学等の留学生を受け入れた大
学等への優先的配分を行っているが、その背後に

は、このようなわが国の社会・経済の変化とそれに
対応した教育環境の整備が必要であるという認識
があると考えられる。留学生という点でわが国と先
進諸国との状況を比較してみると、先進国の多くで
は、大学内の留学生比率が高く、オーストラリアで
は25％弱、その他の先進諸国においても留学生比
率は10～20％となっている。米国などにおいても、
このような留学生が多いことで様々な価値観や知
見がぶつかり、最先端の研究が維持されていると
考えられ、わが国の偏差値の高い大学の多くも留
学生比率を高める傾向にある。

Ⅵ．知識資本主義社会における高等教育
　上記のように、今日の経済活動のグローバル化や
わが国の少子高齢化に伴って大学を取り巻く環境
も大きく変化し、高等教育においても、従来の単独
で完結する教育に加えて、グローバル社会を意識
した他国の大学等と連携した教育システムの構築
が求められるようになった。実際、上述のように、
欧米の先進諸国では大学間連携に向けた取組が
始まっているわけであるが、このような高等教育の
グローバル化は何を意味するのであろうか。ここで
は、従来の生産を中心とした資本主義から創造を
中心とした資本主義（知識資本主義）への転換と
いう視点から整理しておこう。
　アラン・バートン＝ジョーンズ（Alan� Burton-
Jones）は、著書『知識資本主義（Knowledge�
Capitalism:�Business,�Work,� and�Learning� in�
the�New�Economy）』の中で、“データ”、“情報”、
“知識”の3つの用語が不用意に混同して使用され
ているとして、定義付けを行っている。まず、「デー
タ」とは人間や機械がやりとりする信号や合図の全
てであり、「情報」はデータのうち受け手が理解で
きるもの、さらに「知識」は情報の受け手がその情
報を利用して二次的に別の情報を得たり技能を身
に付けたりする集合体、と定義する。つまり、無数
のデータの中から自分が理解できるデータを情報
として認識し、その様 な々情報を脳が処理するプロ
セスから生まれたものが知識ということになる。し
たがって、無数のデータを理解して情報として蓄積
する能力や、理解して得た情報を知識として活用す
る能力が重要で、さらにはこの知識のレベルによっ
て情報の価値が変わり、データを理解する能力が
変わってくるために、これらの能力を総合的に高め
ることが知識が経済や社会を駆動する知識基盤
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社会・知識資本主義では必要になるのである。つま
り、データを受け取っても、前提となる知識がなけ
ればそのデータの価値を理解できず情報として蓄
積できないが、逆に関連知識が豊富であれば新し
いデータの価値を評価し、それを情報として理解し
て知識として有効に活用することが可能になるの
である。したがって、知識が豊富であればあるほど、
より創造的なビジネスや社会改善が可能になるの
である。
　従来の有形物の生産を主とする産業資本主義に
おいては実物資本が重要で、“労働力の質”につい
ては同質性を認め、その質的差異については考慮
してこなかった。したがって、わが国の場合、労働
者は学歴の違いによる同質的な労働力の提供を前
提に、同一賃金で募集され、その後の労働にした
がって賃金が変わる仕組みになっていた。しかしな
がら、知識資本主義の下では、この教育水準の違
いや学習内容の違いにより、より豊富な知識を持
つ労働者はより大きな価値を持つ労働者として扱
われ、労働内容も異質性を持つことになる。1990
年代後半から、わが国においても単純作業やマ
ニュアル化できる作業は海外へアウトソーシングさ
れ、国内での作業は専門的で判断を要するような
仕事に収斂してきており、仕事内容の差異が顕著
になってきている。また、能力主義や働き方の多様
化など、徐々にではあるが労働の質に応じた賃金
制度の導入も進んできている。
　ところで、このような知識資本主義の発展に
大きな役割を果たしたのがＩＴ化（Information�
Technology）の進展である。ＩＴ化の進展は、われ
われが得る情報量を飛躍的に増加させ、われわれ
は世界の動きを瞬時に把握でき、世界的な価値観
の共有を可能になる世界を創り出した。そして、そ
の価値観は、現状では利益を追求する資本主義的
な価値観をベースにしている注11。その結果、様 な々
地域の政治情勢や労働力の質、インフラ整備の状
況の把握も可能となり、企業活動は利益を求めて
グローバル化している。また、労働の在り方も、単
純作業は安価な労働力を得ることができる地域、
商品販売は所得水準が高い欧米の先進諸国や経
済発展が見込まれる新興国、専門的な作業や判断
を要する作業は豊富な知識を持つ人々や質の高い
教育を受けた人達が多いと考えられる先進諸国、
と国際分業が進んでいる。その結果、レスター・
Ｃ・サロー（Lester�C.�Thurow）が指摘するように、
今日の経済は、一方では、先進諸国と発展途上国

（新興国）の賃金格差は縮小してきており、他方で
は、先進諸国内の賃金格差は拡大してきているの
である。したがって、今後もグローバル化の進展に
変化がないのであれば、わが国を含めて先進諸国
の経済格差はさらに拡大することになろう注12。
　このように、知識資本主義社会においては、デー
タの価値を理解して情報として蓄積し、その情報を
知識として活用する過程で得られる技能（コンピテ
ンス）の習得が重要となる。それゆえ、このような
データを理解して情報として蓄積し、これを活用し
て知識を形成するプロセスを繰り返すことでコンピ
テンスを高めることが必要で、賃金水準が高く専門
的で判断を要する仕事が多い先進諸国においては、
このようなコンピテンスを高めるための高等教育が
不可欠になってくるのである。
　このように今日の先進諸国の資本主義は、実物
財を生産する産業資本主義から知識が重視される
知識資本主義へと変質してきていると考えられる
が、このような知識資本主義社会においては高等
教育の役割も変質してくる。まず、学生には、無数
のデータをICT（Information�and�Communication�
Technology）を活用して情報として蓄積する技能
の習得が求められ、また高等教育機関での学習に
より、情報を知識として活用し、新たな知識を生み
出すコンピテンスの習得が期待されている。そし
て、育成されたコンピテンスを実社会で活用し、そ
れを高めていく教育が今日の高等教育機関には求
められているのである。

Ⅶ．�資本主義の変質に応じた体系的キャ
リア教育

　上記のように、知識資本主義社会を前提とした
場合、「生きる時代を理解させて意識改革を図ると
ともに、生きる時代に必要な知識と技能、態度を身
に付けさせる教育」であるキャリア教育はどのよう
に展開すべきであろうか。
　まず、「生きる時代」について、21世紀は上記の
ようにグローバル化した多文化共生社会であり、わ
が国は知識資本主義への移行を加速させ、知識が
経済や社会を駆動する知識基盤社会となる。そし
て、単純作業や専門的作業などの労働内容の違い
により経済格差が拡大し、少子高齢化が進む中で
人口減少と外国人労働者の増加が進む世紀である。
したがって、このような日本社会や日本経済の大き
な変化を、児童生徒、学生に伝えることが意識改
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革の面では重要となる注13。
　次に、「生きる時代に必要な知識と技能、態度」
であるが、上記のように知識資本主義社会におい
ては、データを理解して情報として蓄積し、知識を
活用することで新たな知識やコンピテンスを習得す
ることが求められる。また、このような知識やコン
ピテンスを活用して多文化共生社会の中で、ビジネ
スを成功させる粘り強さや発想力などの意識・態
度やコンピテンスの育成が重要となる。
　このように、キャリア教育においては意識改革と
知識・技能、態度の育成が求められるが、まず、グ
ローバル化した多文化共生社会を認識させるため
に、多くの大学では国際交流を活発化させている。
上述したように、政府の施策としてもグローバル人
材の育成を重視しており、キャリア教育の側面から
整理するならば、まず始めに、国際化が進んでいな
い大学等については外国人留学生を受け入れるこ
とで学内の国際化を図り、次に海外への短期留学
を奨励することで異文化体験や語学学習を進め、
この体験を通して中長期的な留学を行うなど、段
階的に意識改革を図ることが望ましいであろう。ま
た、先進諸国に限らず、今後日本人のビジネスが活
発化するであろう新興国への短期留学や中長期留
学も組み合わせることが必要である。
　さらに、今後の経済活動の多極化を想定すれば、
短期留学や短期研修、中長期の留学にボランティ
ア活動やサービス・ラーニング、ジョブ・シャドウイ
ングやインターンシップを加えることも有意義であ
る。このような取組はすでに多くの大学で行われて
おり、単なる語学研修や文化理解の留学・旅行は
高校時代に体験している生徒も多くなって来てい
る。つまり、大学等では大学の専門に応じた海外イ
ンターンシップなどの社会活動を実施することで、
専門科目の有用性や異文化理解の必要性を認識さ
せながらグローバル人材を育成することが可能で
あると考えられているのである。また、このような海
外留学を多用した教育にICTを組み合わせること
で、国内や国外を問わず学生サポートが可能にな
り、知識資本主義に対応した教育も進めることが
できよう。ICTを活用することで、学習状況の把握
やレポートの作成・提出、語学教育での発音や書
き取り、テストの実施や他大学とのグループ・ディス
カッションも可能となる。これは、学生が海外留学
していても可能な教育であり、学生が何処にいても
学習支援が可能なことを示している。
　以上のように、知識資本主義社会や少子高齢化

等を前提としたキャリア教育においては、グローバ
ル人材育成が重要になっており、従来の「科目によ
る意識改革」と「各科目でのコンピテンス育成」に
加えて、留学を通した「意識改革とコンピテンスの
育成」が不可欠な要素になってきている。そして、
英語教育においても、英語はコミュニケーション手
段の一つであり、従来の“読み、書く”能力に比べ
て“会話力”を高めることが重要視されており、カ
タコトの語学力であっても海外経験をさせ、実践
で会話力を育成させる教育手法が効果的であると
考えられるようになってきているのである。

Ⅷ．おわりに
　本稿では、経済活動のグローバル化に伴って、高
等教育の在り方も変質し、キャリア教育の方向性も
変化してきているという視点で、先進諸国の高等
教育機関の対応やわが国の高等教育機関における
キャリア教育を整理した。欧米の先進諸国を中心
に、世界の大学は優秀な外国人留学生を獲得する
ために、教育の質を高め、教育内容の可視化や比
較可能性を高める取組を行っており、わが国の大
学改革もその潮流の中にある。その意味では、外
国人を受け入れて学内のグローバル化を図るのか、
減少するわが国の18歳人口を取り合って“ガラパゴ
ス化”するのかが問われてきているのである。そし
て、わが国の大学が“グローバル化”という潮流に
乗ろうとするのであれば、積極的に欧米や新興諸
国の大学と連携し、教育の質の向上を図りつつ、多
くの企業が求めるグローバル対応力のある人材育
成を進めるべきであろう。
　本稿においては、今日のキャリア教育の大きな
テーマであるグローバル人材育成について、各国、
各地域の取組を含めて整理した。また、資本主義
経済の知識資本主義への変容の面から、高等教育
の在り方についても言及した。各項目についてのよ
り詳細な検討については今後の課題としたい。
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注
注1　�　中央教育審議会答申『初等中等教育と高等

教育の改善について』（1999（平成11年12月
16日）第6章については、文部科学省ホーム
ペ ー ジ を 参 照。（http://www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/old_chukyo/old_chukyo_index/
toushin/attach/1309755.htm（2014年10月30日
閲覧））。

注2　�　英語教育については、日本企業の活動拠点が
欧米からアジア、ラテンアメリカ諸国の新興国
に移ってきていることに伴って、カタコトでも
コミュニケーションが取れる英会話力の習得を
重視する傾向が強くなってきている。欧州では、
必要に応じて、必要な時に、必要な言語を複数
習得するプルリリンガル（Plurilingual）の考え
方が強い。今後の日本経済を考えると、多極化
する世界経済に応じてビジネスチャンスも多極
化するため、英語を共通語としつつ、現地の様々
な言語を習得する能力が求められる。その意味
では、ネイティブのように流暢に英語を話すこ
とができなくても、様々な人種の人達と英語で
コミュニケーションが取れることがまず第1に
重要となる。この点については、拙稿、松本大
学COC連絡会議（2014年）第4章を参照のこと。

注3　�　エラスムスは15 ～ 16世紀に欧州各地を旅を
し、当時の知識人と交流があったオランダの人
文主義者で、ムンドゥスは“世界”を意味するラ
テン語である。

注4　�　ここ数年、徐々に学長の権限強化が図られて
生きているが、これは、急激に変化する国際社
会や高等教育を取り巻く環境の変化に素早く対
応するために、学長の決断を素早く実行させる
ための環境整備であると考えられる。

注5　�　この“Unistats”は2007年に英国内の全大学対
象に開始され、その運営は大学への財政配分
を行う公的な団体（Higher�Education�Funding�
Council� for�England：HEFCE）と大学入学手
続 き を 行 う 団 体（Universities�and�Colleges�
Admissions�Service:�UCAS）が行っている。

注6　�　この“College�Navigetor”では、大学の概要
や教員数、授業料等の卒業までにかかる経費、
在校生の構成、学位授与状況等の基礎データ、
第三者評価の結果等が公表されており、全米の
大学の比較可能性を確保している。

注7　�　“ダブル・ディグリー”と“ジョイント・ディ
グリー”の定義については各国で統一した定義
があるわけではない。そこで、わが国の文部科
学省は、両者を授与するプログラムについての
定義を次のように示している。まず、“ダブル・
ディグリー・プログラム”は「我が国と外国の大
学が、教育課程の実施や単位互換等について協
議し、双方の大学がそれぞれ学位を授与するプ
ログラム」。また、“ジョイント・ディグリー・
プログラム”は、「我が国と外国の大学が、教育
課程を共同で編成・実施し、単位互換を活用す
ることにより、双方の大学がそれぞれ学位を授
与するプログラム（我が国と外国の大学が、共
同で教育課程を編成・実施する場合に、単一の
学位記を授与することは、我が国の法令上認め
られていない）。その際、学位記は各関係大学
が授与するが、そのほかに、共同で編成された
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教育課程を修了したことを示すサティフィケー
ト（証明書）を発行することが想定される。なお、
これには、国内大学の共同実施制度（国公私を
通じ、複数の大学が相互に教育研究資源を有効
に活用しつつ、共同で教育課程を編成し、共同
で1つの学位を授与するもの）は含まない」（中央
教育審議会大学分科会大学教育の検討に関する
作業部会大学グローバル化検討ワーキンググ
ループ『我が国の大学と外国の大学間における
ダブル・ディグリー等、組織的・継続的な教
育連携関係の構築に関するガイドライン（平成
22年5月10日）』（文部科学省ＨＰ（http://www.
mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/
houkoku/1294338.htm（2014年11月1日閲覧）））
参照。�

注8　�　複数の大学が連携して授与する一つの学位
注9　�　糸井（2006年）52ページ参照。
注10　�　松本大学・松本大学松商短期大学部周年事業

実行委員会（2013年）の第7章を参照。
注11　�　他方でＩＴ化の進展は、利益至上主義的な資

本主義の在り方を是正しようとする人達にとっ
ても、その価値観を広めることに貢献している。

注12　�　Lester�C.�Thurow�（2003）（上義一訳（2004
年））を参照。グローバル化については、無秩序
なグローバル化と、人々が作り上げるグローバ
ル化でその方向が異なると考えられており、単
純に言えば、前者の場合は経済格差の拡大、後
者の場合には世界の人々がグローバル化（自由
貿易）の恩恵を受けるとされる。

注 13　�　糸井（2014 ｂ）を参照。
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